
22年度 23年度要求19年度 20年度 21年度

会計区分

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

担当課室
土壌環境課

地下水・地盤環境室

上位政策

室長
竹本　明生

水・大気環境局

一般会計

担当部局庁

大気・水・土壌環境の保全

関係する計
画、通知等

環境基本法第１５条、１６条
水質汚濁防止法第１５条

環境基本計画　第二部今四半世紀における環境政策
の具体的な展開　第２章環境保全施策の体系　第１
節環境問題の各分野に係る施策　３水環境、土壌環
境、地盤環境の保全

総事業費(執行ベース) 43 39 18

42

執行額

予算額(補正後） 33 29

39 18

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

見直しの
余地

　・水循環に関する環境影響評価を行うための方策検討では、水循環に関する影響の区域区分を明確にして評価対象範囲等を検
討する必要があることが認められた。今後は、当該区分を的確に実施するため全国の地下水位の状況等を効率的に収集する方
法を検討することが必要。
　・湧水保全・復活ガイドラインの策定では、湧水保全活動が自治体等の事情により様々であることが明らかになった。湧水の保
全・復活活動が、どの程度地下水保全へ効果があるか地下水位や湧水地点等のデータを活用して検証し、より地下水保全上の効
果が高い保全の方法を検討することが必要。
　・流域窒素循環モデルを、地下水流域単位での具体的な硝酸性窒素対策等の施策に活用していく事が重要。
　・全国の地下水測定結果のとりまとめでは、地下水測定結果の集計・解析等は、地下水保全施策の評価をするうえで最も基本と
なるデータを得るものであることから、今後とも継続していくことが必要。また、平成21年11月に、塩化ビニルモノマー等の地下水環
境基準への追加等がなされたことから、それらを踏まえたシステム構築が必要。

　事業執行にあたり、請負者と環境省職員とで十分協議し執行した。
　・水循環に関する環境影響評価を行うための方策検討では、請負者が環境影響評価実施済の全事業（125事業）の環境影響評
価書等を収集し、水循環に関する項目の取り扱われ方について検討した。特に関連法令等の見直しの必要性については、請負者
が多数の視点を提示したうえで、環境省職員と議論を重ねて検討した。
　・湧水保全・復活ガイドラインの策定では、先進的自治体での実績等を把握すべくヒアリング及び現地調査を行った結果、自治体
での湧水の保全に対するさまざまな取り組みが実在することが把握できた。現地調査には環境省職員も同行し内容の確認も行っ
た。また、ガイドラインの策定に当たっては、環境省職員も含めた検討委員会において検討を行いガイドラインを策定した。なお、ガ
イドラインは、環境省職員により最終チェックを行った。
　・流域窒素循環モデル構築のための検討では、流域窒素循環モデルの構築のための基礎資料を熊本市の指導のもと現地にお
いて収集した。
　・全国の地下水質測定結果のとりまとめでは、地下水質測定結果の集計・解析業務並びに既存集計・解析システムの更新及び
機能追加に係る請負先の事業実施状況について、環境省職員が集計・解析作業の進捗状況、データの正確性を適宜チェックする
とともに、システムが適正に更新等されていることを確認した。
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　抜本的改善

　(シート番号81「地下水総合保全事業推進費」、シート番号87「地盤環境制度等検討費」について、整理統合しより効率
的な事業実施に努めるべき。)

事業番号 ０８１

　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(環境省)

予算事業名 作成責任者
事業開始
年度

平成19年度地下水総合保全事業推進費

執行率 78.2% 92.9% 54.5%

・水循環に関する環境影響評価を行うための方策検討では、環境影響評価法の対象となっている全13事業種について、既往の環
境影響評価事例全125件の内容を詳細に調査し、「水循環」に変化を及ぼす具体的な内容について検討し、現行法令、関連する技
術マニュアルの見直しの必要性やその視点について検討した。
・湧水保全・復活ガイドラインの策定では、先進的に湧水の保全活動を実施している30自治体の実施例の情報収集を行うとともに7
自治体にヒアリング等の調査を実施しガイドラインに反映した。また、有識者7名で構成する検討会を設置、運営し、湧水の保全・復
活のための基礎知識や実態把握の方法、対策等について検討し、湧水を活かしたまちづくりを推進するための「湧水保全・復活ガ
イドライン（案）」を作成した。
・流域窒素循環モデル構築のための検討では、熊本市をモデル地域に指定し、流域窒素循環モデルの構築のため基礎情報の収
集を行った。
・全国の地下水測定結果のとりまとめでは、集計・解析システムの更新を行うとともに、都道府県等から報告された地下水質測定
結果を基に、全国の環境基準の達成状況をとりまとめ、平成21年11月27日に公表した。

43

事業の目的
（目指す姿を簡潔
に。3行程度以内）

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

・水循環に関する環境影響評価を行うための方策検討では、事業実施時における水循環への影響について水循環が変化した場
合に具体的に影響の観測可能な項目を抽出する。また、事業特性から影響を与える恐れの有無を事業毎に検討するとともに、影
響の調査方法、予測方法、評価手法、環境保全措置の有無及び効果見込みについて検討する
・湧水保全・復活ガイドラインの策定では、健全な水循環の構築を図るため、地下水の保全につながる湧水の保全・復活を行うた
めのガイドラインを作成する。
・流域窒素循環モデル構築のための検討では、地下水環境基準の超過率が高い硝酸性窒素を対象にモデル地域において流域循
環モデルを検討し、水循環からみた硝酸性窒素対策について検討する。
・全国の地下水質測定結果のとりまとめでは、全国の環境基準の達成状況を把握するため、都道府県等が行った地下水質測定
結果をとりまとめ、集計・解析システムの更新を行う。

水循環の変化により、影響が表れる具体的な事象（湧水・地下水位・地下水質等）に着目し、その事象の保全・改善を行
うことにより、健全な水循環の構築を図ることを目的とする。

実施状況

予算の状況
（単位:百万円）

3055



【企画競争2年目：随意契約】

Ａ.（社）日本アセスメント協会

5百万円

＜事業概要＞

水循環に関する環境影響評価

を行うための方策検討。

＜役割＞

情報の整理と資料作成

環境省

18百万円

・事業内容の確定と契約

・事業進捗状況の確認

・事業成果の確認

【一般競争入札】

Ｂ.（株）ジオスケープ

5百万円

＜事業概要＞

流域窒素循環モデル構築のため

の検討

＜役割＞

基礎資料の情報収集整理

【総合評価入札】

Ｃ.中央開発（株）

5百万円

＜事業概要＞

湧水保全・復活ガイドラインの

策定

＜役割＞

・自治体へのヒヤリング及び

資料収集並びに現地調査の

実施

・有識者で構成する検討会の

設置運営

・湧水保全・復活ガイドライン

【一般競争入札】

Ｄ．ソシオエンジニアリング(株)

3百万円

＜事業概要＞

全国の地下水質測定結果のとり

まとめ

＜役割＞

・地下水質測定結果の集計・解

析及びとりまとめ

・既存集計・解析システムの更

新及び機能追加



0計 3 計

使　途
金　額
(百万円）

雑役務費
平成21年度地下水質測定結果等

集計・解析業務
3

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目

0

D.ソシオエンジニアリング（株） H.

計 5 計

雑役務費
平成21年度　湧水等地域文化を
活かしたまちづくり推進のための

調査・検討業務
5

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

計 5 計

A.　（社）日本アセスメント協会 E.

G.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

C.　中央開発（株）

0

金　額
(百万円）

0計 5 計

雑役務費
平成21年度モデル地域における
持続可能な水循環系の構築へ向

けた基礎検討業務
5

B.　（株）ジオスケープ F.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途

雑役務費
平成21年度環境影響評価法にお
ける新たな環境項目及び調査等
の手法に関する検討業務

5


